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意思の表明が困難な児童生徒の最善の利益を確保する就学先決定の仕

組みについて（意見） 

1 意見提出の経緯 

当協会は、令和 8 年 7 月 16 日付で「インクルーシブ教育システムの方向性と就学先決定

の仕組みに関する要望書」を文部科学省、総務省及び地元選出国会議員に提出いたしまし

た。同要望書は、国連障害者権利委員会が令和四年の対日総括所見で示した懸念を踏まえ、

「分離か包摂か」という理念上の対立を離れ、自ら意思を表明することが困難な児童生徒に

ついて、その最善の利益が就学先決定の仕組みの中で独立に確保されているかという、制度

の手続き上の論点に焦点を当てたものです。 

本意見書は、同要望書の趣旨を踏まえ、貴ワーキンググループにおける学習指導要領・関

連制度の見直しの検討に資するよう、より具体的な制度設計として提出するものです。 

2 貴ワーキンググループの検討との接続点 

貴ワーキンググループにおいては、意思決定支援や合理的配慮の考え方を教育課程に組み

込むこと、及び個別の教育支援計画・個別の指導計画の対象を、一定の条件を満たした通常

の学級に在籍する障害のある児童生徒にも拡大することなどが、既に議論の俎上に上ってい

ると承知しております。 

当協会が求める仕組みは、この議論の方向性と軌を一にするものであり、対立するもので

はありません。むしろ、意思決定支援や合理的配慮を「授業の中での配慮」にとどめず、そ

の手前にある「就学先をどう決定するか」という入口の段階にまで一貫させることを求める

ものです。入口の段階で本人の最善の利益が独立的に確保されなければ、その後どれほど手



厚い合理的配慮を用意しても、本人の意思とは異なる環境で提供されることになりかねませ

ん。 

3 具体的な制度設計の提案 

自ら意思を表明することが困難な児童生徒の就学先決定にあたり、以下の要素を制度上明

確に組み込むことを提案します。 

① どこまでも本人の意思決定支援を尽くすこと。本人が意思を表明できないと結論する前

に、代替的・補助的なコミュニケーション手段を用いて本人の視点を引き出す努力を行

うことを、就学先決定の手続として明記すること。 

② 最善の利益の明示的な判定をめざすこと。就学先決定において、本人の最善の利益を、

保護者の選択や地域の受入れ体制に還元されない独立の検討事項として明示し、その判

断過程を文書化することを求める。 

③ 本人のための独立した関与者。教育支援委員会（旧・就学指導委員会）を、意見対立時

の調整機関とするのではなく、平時から子ども本人の利益を代弁する第三者が関与する

仕組みへと位置づけ直すこと。 

④ 通常学級を出発点とすること。通常の学級での学びを出発点とし、そこからの分離は、

合理的配慮を尽くしてもなお本人の最善の利益に適わないと判定された場合に限って認

めることを、就学先決定の原則として明確化すること。 

⑤ 合理的配慮の事前評価を行う。通常学級では対応できないと結論する前に、合理的配慮

の提供可能性を評価する手続を設け、受入れ体制の不備がそのまま分離の理由とならな

いようにすること。 

⑥ 定期的な見直しを行う。本人が支援を得て意思を表明できるようになるにつれて、就学

先を再検討する仕組みを設けること。 

4 制度化にあたっての段階的な整理 

以上の提案は、性格の異なる二種類の措置を含んでおり、貴ワーキンググループにおいては



これを区別してご検討いただきたく存じます。 

第一に、意思決定支援の位置づけ、最善の利益の明示的判定、通常学級を出発点とする原則

の明確化、教育支援委員会の機能の位置づけの見直しといった事項は、主として学習指導要

領・関連通知の記述及び運用の見直しに関わるものであり、新たな財源を必ずしも要しませ

ん。これらは、現行の検討事項（意思決定支援や合理的配慮の教育課程への組み込み等）の

延長線上で、速やかに着手可能と考えます。 

第二に、合理的配慮の事前評価を実質化するための人員体制や、通常の学級における支援体

制の拡充は、教員配置・予算措置を要する中長期的な課題です。この点については、明確な

目標、期間及び予算を伴う計画の策定を、別途求めるものです。 

この二段階を区別して整理することで、財源の制約を理由に制度改善全体が先送りされる

ことのないよう、まず着手可能な部分から具体化することを強く望みます。 

5 結び 

当協会は、地域の実情に根ざした活動を通じ、インクルーシブ教育の実現可能性を確信し

ております。声を上げられない子ども一人ひとりの最善の利益を、制度の中で独立に確保す

る仕組みを設けることは、財源の多寡にかかわらず、今すぐにでも着手できる改革です。貴

ワーキンググループにおかれましては、本意見書を審議の参考に供していただき、具体的な

制度設計にお役立ていただければ幸いです。 

以上 


